
平成14年度土地税制の改正等について  

国土交通省総合政策局宅地課 深澤典宏  

はじめに   

平成14年慶祝制改正においては、自然増収が期待できず、m方で国債発行額を30兆円以  

下に抑える等の制約がある状況に鑑み、土地税制の抜本的見直しについては、引き続き、  

検討を進めることとされた。本稿では、土地税制について、こうした平成14年度の税制改  

正の動きと、抜本的な税制改革に向けて、経済財政諮問会議、政府税制調査会等において  

議論が行われている本年の取組について、その概要を述べていくこととしたい。   

なお、本稿では税制改正要望段階におlナる国土交通省の対応等についても触れるが、あ  

くまで筆者の理解したところを記したものであり、文責は筆者にあることをお断りしてお  

きたい。  

1．平成14年度税制改正について  

（1）国土交通省の考え方  

（経済の低迷）   

日本経済は低迷し、GDPは2期連続のマイナス成長。大型倒産が続出し、失業率は5  

％を超え、過去最悪となるなど、非常事態とも言える極めて厳しい状況。当面の景気回復  

とともに、我が国の持つ潜在力を発揮できる新しい仕組みを作り上げることが最優先課題。  

（土地税制の構造改革による民間需要の拡大）   

まず、深刻な需要不足から資産デフレが進行する危機的状況からの脱却が必要。そのた  

めには、構造改革に加えて、景気を支えるための財政面での措置が是非とも必要。   

公共事業などによる景気対策を行わないのであれば、他に何も積極的な手を打たないで  

いると、需要が皿方的に締められるだけで景気は冷え込む。   

投資減税の観点から土地税制の構造改革により民間需要を拡大し、民間主導による経済  

の活性化を図る必要がある。   

不動産には、取得付保有■譲渡の各段階で重い税負担が課されており、これを是正し、  

民間の力強い投資需要を創出する必要。   

土地税制の改革は、不動産市場を活性化させ、資産デフレ対策や不良債権問題の解決に  

資するもので、景気回復への道につながる。   

このような認識から、平成14年度の土地税制改正要望は、取得一保有・譲渡の各段階に  

係る税制について思い切った方針で臨んだ。   
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（2）税制改正要望   

国土交通省としては、こうした考え方に基づき以下のような税制改正要望を行った。  

匪頭   

○ 登録免許税の手数料化、○ 不動産取得税の廃止  

匪萄   

0 特別土地保有税の廃止  
匪頭   

0 個人の土地長期譲渡所得に係る税率の引下げ（】般税率26％→20％等）   

0 法人等の土地譲渡所得に対する重課の廃止   

叫方、こうした税制改正要望に対しては、① 土地税制はバブル期以前の負担水準に戻  

っており、土地取引等の障害とはなっていない。② 土地譲渡益は、特別控除の存在など  

により既に相当優遇されており、税率を引き下げるならば特別控除などをやめるべきでは  

ないか、との主張がなされた。  

（3）税制改正の結果   

以上のような経過をたどり、自由民主党税制調査会等において議論がなされた結果、自  

然増収が期待できず、四方で国債発行額を30兆円以下に抑える等の制約がある状況に鑑み、  

土地税制の抜本的見直しについては、引き続き、検討を進めることとされた。  

（図表1を挿入）   

このように税制の大きな枠組みの変更が困難な申で、平成14年度税制改正としては、叫  

定の事業用不動産の所有権等の移転登記に係る登録免許税の軽減措置の創設等、次のよう  

な措置が行われることとなった。特に、一定の事業用不動産の所有権の移転登記に係る登  

録免許税の税率引下げは、リストラに伴うビルの売却が増加している申で、その取得に対  

するインセンティブを付与し、不動産の流動化を促進するもの。不良債権処理の円滑化や  

資産デフレ対策に貢献することが大いに期待される。   
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1）一定の事業用不動産の所有権等の移転登記に係る登録免許税の軽減措置   

の創設（登録免許税）  

0 内 容   

都市再生や不動産の流動化・有効利用、さらには不良債権処理の円滑化等を図るため、   
平成14年4月1日から平成16年3月31日までの間に、叫定の要件を満たす建物   
（オフィスビル等）及びその敷地を同時に取得した場合において、当該建物及び敷地に   
係る所有権の移転登記の税率（本則5％）を2．5％に引き下げる等の特例を創設する。  

EⅢ定の要件を満たす建物】  
以下の①㈲⑥の要件を満たすことについて国土交通大臣が証明した建物である  

① 主たる用途が事務所、店舗等である事業用の建物  
② 地上階数が5以上  

③ 延べ床面積が2，000ポ以上  
④ 構造が鉄骨鉄筋コンクリⅦト造等  

⑤ 昭和56年6月1日（新耐震基準の施行日）以降に建築確認済証の交付を   
受けたもの又はこれに準じるもの  

⑥ 当該建物の容積率が建築基準法の規定による限度の60％以上  

2）個人の長期土地譲渡所得に係る課税の改善（所得税、個人住民税）  

○ 内 容   
バブル対策税制の残浮の一つであり、土地に対する重課の象徴的存在である個人の長  
期土地譲渡所得に係る重課措置の最高税率39％（現在停止中）を廃止する。   

（参 考）  

個人の長期譲渡所得課税の税率（所得税＋住民税）   

土地の譲渡益に対しては、他の所得と分離して、下表の税率で課税される。  

昭和57年鹿～  1／2総合課税   （長期安定税制）  

平成3年度～   

平成7年度～   

平成8年度～  

（バブル対策税制）  

32．5ウ  
1  

26％  「汚二盲弓  （現在の租税特別措  

置法における原則）  
－   

6千万円  
26％   登葦組2禁5％簸  i 

1  

l  

26％  】  

で  
（改正）32．5％（最高   税率39  ま
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3）特別土地保有税に係る徴収猶予申の納税義務が免除となる要件の緩和   

（特別土地保有税）  

○ 内 容   

不動産に対する投資意欲の阻害要因を取り除くため、特別土地保有税に係る徴収猶予  
申の納税義務が免除となる要件について、以下の緩和措置を講ずる。   

1．事業計画の変更等の時点要件の撤廃   
事業計画の変更等に係る徴収猶予の継続についての時点要件（平成13年4月1日におい   
て徴収猶予を受l子ている者に限る。）を撤廃し、平成13年4月2日以降に徴収猶予を受け   
ている者についても、事業計画の変更等を行った場合において、徴収猶予が継続される   

よう措置する。   

（現行）  この時点で徴収猶予を  
受けている者が対象  

H13．軋1  
業計画の変更等  ＝徴収猶予が継続  

（改正後）  H13．4．1  

業計画の変更等  ＝徴収猶予が継続  

】  
I   

＊自ら事業計画の変更を行う場合だけでなく、譲渡して譲受暑が事業を完成させる場合も同様。   

2。事業計画の変更等の対象範囲の拡大   

事業計画の変更等の対象に現行の住宅等のみではなく、オフィスビルー店舗等を追加   
し、変更した計画に基づき当該オフィスビル等が整備された場合にも納税義務が免除さ   

れるよう措置する（非課税土地等の場合だlナでなく、いわゆる「免除土地」も追加）。  
（例） 事業計画の変更等の対象範囲の拡大  

現 行： ×（オフィスビルq店舗等への計画変更は対象外）  
→ 納税義務が免除されず、これまでの猶予分が課税される。  

改正後： ○   

＊自ら事業計画の変更を行う場合だけでなく、譲渡して譲受者が事業を完成させる場合も同様   

kunugi
長方形



4）個人に対する上場不動産投資証券の譲渡益課税の軽減  

（所得税、個人住民税）  

○ 内 容   

約1，400兆円の個人金融資産を不動産市場へ振り向け、不動産市場に「強力な   

買い手」を創出し不動産取引の活性化を図るため、株式課税の軽減に合わせて、   

個人に対する上場不動産投資証券の譲渡益課税について、 以下の措置を講ずる。  

配当  
＜  

＞   

証券購入  

投資家  投資法人  ＞  

投資  

（改正内容：上場不動産投資証券の譲渡益に対して）  

（D少額譲渡益非課税制度への適用   

（保有期間が1年を超える上場株式等の譲渡所得に係る100万円の特別控除の   

特例（適用期限：平成17年12月31日まで））  

②申告分離課税の税率の引下げ  

（上場株式等を譲渡した場合の譲渡益に係る税率の引下げ（26％→20％））  

③1年超保有した場合の申告分離課税の税率の引下げ   

（保有期間が1年を超える上場株式等を譲渡した場合の譲渡益に係る税率の   

引下げ（26％→10％）（適用期限：平成17年12月31日まで））  

④損失の繰越控除制度の創設   

（上場株式等を譲渡したことにより生じた損失の金額のうち、その年に控除   

しきれない金額についての繰越控除（繰越期間3年））  

⑤購入額1，000万円までの譲渡益非課税の緊急投資優遇制度   

（平成14年末までに購入した上場株式等を平成17年～19年に譲渡した場合に   

おける購入額1，000万円までの譲渡益非課税）  

⑥申告不要特例の創設   

（平成15年1月からの申告分離課税への一 本化に当たっての申告事務負担の軽   

減）  

※①～⑤については平成13年秋の臨時国会において措置   
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5）不動産特定共同事業における不動産の取得に係る特例措置の延長  

（登録免許税、不動産取得税、特別土地保有税）  

○ 内 容   

不動産証券化のm手法である「不動産特定共同事業」について、不動産取得にかか  

る負担を軽減することにより、事業の積極的な活用を促し不動産市場の新たな資金調  

達の途を広げるとともに、土地の有効利用。不動産の流動化を促進するため、不動産  

特定共同事業（匿名組合型）における不動産の取得に係る特例措置を2年間延長する。  

（適用期限：平成】6年3月31日まで）  

登録免許税 （本則）50／1，000 →（特例）30／1，000  

不動産取得税（本則）4％  →（特例）4％×4／5  

特別土地保有税（本則）3％  →（特例）非課税  

（スキ址ム：匿名組合型）  

出資  

＞   

＜       ＞  

匿名組合契約  

投資家  

※「匿名組合契約」 出資者が営業者に対して財産を出資し、営業者がその事業で  

生じた利益を出資者に分配することを約束する契約。  

2．平成15年度税制改正に向けての動き  

（1）経済財政論開会議等における税制改革に関する議論  

税制の在り方は、経済再生の確固たる基盤を築く鍵となり、今後は、個人や企業の経済   
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活動における自由な選択を最大限尊重し、努力が報われる社会を実現するために、税制を  

再構築していくことが必要との認識の下、本年、1月から小泉首相の指示により、経済財  

政諮問会議、政府税制調査会等において抜本的な税制改革に向けて議論が行われている。   

6月には、経済財政諮問会議、政府税制調査会においてそれぞれ基本方針が策定される  

とともに（「経済財政運営と構造改革の基本方針（6月25日、閣議決定）」、「あるべき  

税制の構築に向けた基本方針（平成14年6月14日、政府税制調査会）」）、政府一与党に  

おいても、 「当面の経済活性化策等の推進について」（6月17日、与党三党首合意）では、  

「土地関連流通課税の見直しについては、都市再生等土地の有効利用に資する観点から検  

討する。」とされるなど、抜本的な税制改革に向けて議論の申で、土地税制も議論されて  

いる。  

0 政府税制調査会  

あるべき税制の構築に向けた基本方針  

（平成14年6月14日、政府税制調査会）  

円 資産課税等  

2．固定資産税  

（1）固定資産税の現状と課題   

固定資産税は、どの市町村にも広く存在する固定資産を課税客体としてお   

り、税源の偏りも小さく市町村税としてふさわしい基幹税目であり、全塵皇   

本税の安定的な確保が重要である。  

（2）今後の改革の方向性   

地価公示価格の7割を目途とした評価水準につし1互埋、全国的な評価の均   

衡化、適正化の観点からこれを維持することが適当である。  

負担水準の均衡化については平成9年度以降ある程度進展しつつあるが、   

依然として地域や土地によって相当のばらつきが残っており、今後、評価替   

えの動向、負担水準の状況や市町村財政の状況等を踏まえ、負担の均衡化q  

適正化を更に一層促進する措置を採る必要がある。  

3．土地税制一任宅税制のあり方   

土地税制については、地価の変動にあわせ見直しが図られてきた。バブル   

期の対応として課税強化された部分は、既に廃止されるなどそれ以前の水準   

まで戻っている。   

現在、地価については、ニ極化・個別化が進展し、バブル崩壊に伴う調整   
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過程という見方のみならず、地域経済の動向や産業構造の変化の観点からの  

分析が必要となっている。こうした構造的な変化を踏まえ、土地基本法の基  

本理念の位置付けも含め、土地政策のあり方全般の見直しが求められてい  

る。   

土地税制については、土地政策の見直しとあわせ、地価の推移、阜埠の襲  

渡益に対する課税ベnスが大きく浸食されている現状をも踏まえ、検討すべ  

きである。   

住宅に関しては、政策的な見地から、特に持家の取得・保有8譲渡の各段  

階で税制上種々の軽減措置がとられてきた。しかしながら、持家比率がⅦ定  

の水準に達した上、少子8高齢化の進展とともに住宅需要が量的に減少して  

いかざるを得ない。そめ如方で、内容面でも借家や住替え等需要が多様化す  

る申で、持家取得促進を中心とした住宅政策のあり方が問われている。住宅  

に関する税制については、住宅をめぐるこうした環境の変化を踏まえ、住宅  

ローン控除等従来の軽減措置のあり方を検討すべきである。  

○ 政府山与党合意事項  

当面の経済活性化策等の推進について岬デフレ克服の取組加速のために－  

（平成14年6月17日、与党三党首合意）  

2．税制改革  

15年度から抜本的税制改革を行うため、特に本年は1月から経済財政諮問会  

議及び政府税制調査会において、検討を進めてきた。政府税制調査会に15年度  

税制改正として検討を指示した事項を含め、経済活性化のためにあるべき税制  

の姿を早期に明らかにする。   

これら税制改革のうち、15年度税制改正の四環として、企業の活性化に資す  

る視点から研究開発促進税制及び重点的な投資促進税制を構築するとともに、  

資産の世代間移転を円滑化する視点から相続税・贈与税の見直しを行うことと  

する。これらの適用については原則15年1月1日に遡及する。特に、企業課税  

については、投資の計画的対応に資するべく、その見直しの大要を極力早期に  

明らかにする。   

土地関連流通税の見直しについては、都市再生等土地の有効利用に資する観  

点から検討する。   
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○ 経済財政諮問会議  

経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002  

（平成14年6月25日、閣議決定）  

第3都 税制改革の基本方針  

5。税制改革及びそれに関連する検討項目   

「めざすべき経済社会の姿」を実現するために、今後の税制改革及びそれ  

に関連する検討項目は以下のとおり。 

（1）持続的な経済成長を実現するために   

「広く薄く簡素に」の観点から、所得税一住民税t法人に対する課税の負  

担構造を検討する。法人に対する課税については、その実効税率の引下げと  

課税ペロ スの拡大を検討する。そ・の一環として、法人事業税の外形標準課税  

について、「改革と展望」に示した考え方に沿って検討する。研究開発投資  

やIT投資等を税制でも促進できるよう検討する。金融資産課税の見直しと  

有効利用を促す土地税制を検討する。  

（2）今後の土地税制のあり方に関する検討及び平成15年度税制改正要望に向けて  

① 「今後の土地税制のあり方に関する研究会」の議論   

このように、経済財政諮問会議等における税制改革に関する議論が行われる申、国土交  

通省においては、本年2月に総合政策局長の私的研究会として「今後の土地税制のあり方  

に関する研究会」（座長：神野直彦q東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授）が設  

置された。   

これは、経済】社会の状況の大きな構造変化に伴い、土地税制を単にバブル期以前に戻  

すというのではなく、シヤウプ勧告を枠組みとした現行の税制全般を検証することを目的  

に、経済】社会全体の申であるべき土地税制の姿について、取得・保有t譲渡の各段階の  

税制全般について、ゼロべ】スで検討を行って頂こうとするものである。本年2月14日に  

第1国会合を開き、以後6月10日まで、合計5回開催し、6月19日に中間とりまとめ骨子  

を公表したたところであり、これを基に秋までに最終とりまとめの予定である。   
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（敬称略、五十音順）  

（社団法人不動産協会政策推進委員長）  

（筑波大学社会科学系教授）  

（東京大学大学院経済学研究科一線済学部教授）  

（東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授）  

（税理士）  

（社団法人日本経済団体連合会税制委員会企画部会委員、  

日本鋼管株式会社専務）  

佐藤和男  

品川芳宣  

座長 神野直彦  

西村清彦  

平川忠雄  

山崎敏邦  

② 中間とりまとめり骨子の概要  

土地税制のあり方の見直しの基本的考え方  

ア）経済q社会の構造変化への対応   

○ 経済・社会全体の構造変化を背景に、土地を巡る環境は大きく変化（図表2）。バ  

ブル崩壊以降、不動産市場は、利便性・収益性といった利用価値に応じた価格形成が  

行われる実需中心へと構造変化。   

○ しかし、現状では取得■保有・譲渡の土地取引の各段階において多くの税が課され、  

地価下落に関わらず、税収は増加。租税収入のうち不動産に係る資産課税の税収に占  

める割合も上昇（図表3）。   

○ このような税制は金融資産等の他の資産との負担の均衡を阻害し、市場における最  

適な資源配分を歪めている。   

○ このため、土地税制についても、今後は本来の税制の原則である「公平、申立、簡  

素」という観点から、土地資産に対する税負担の歪みを是正し、あるべき姿に基づく  

長期安定的な税制を構築する必要。   

・バブル期等にとられた課税強化の残淳を完全にロ掃する。   

・税制改革全体の中で、所得課税、消費課税、資産課税を適切に組み合わせ、不動  

産と他の資産に対する課税との均衡が確保されるような土地税制を構築する。  

イ）新たな政策課題への対応   

○ 価格形成が利用価値によって行われるようになってきた土地市場の構造変化を踏ま  

え、土地と建物を一体としてとらえ、その収益に着目して税負担のあり方を検討する  

必要。   

○ 我が国経済活性化のため、資産デフレ対策、都市再生等、今日の政策課題に対応し  

た土地税制を構築する必要。   
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別税制の見直しの方向  

ア）取得段階一流通課税（登録免許税、不動産取得税）   

○ 不動産の流通課税は、不動産取引の背後に経済的負担能力を有するという点に課税   

根拠を見い出しているが、そもそも地価が下落してキャピタルゲインが見込めなくな  

っていること等、その具体的な意味が不明確で妥当性を失っている。また、金融資産  

については、流通課税としての有価証券取引税は既に廃止されており、同じ資産課税  

として不均衡。したがって、廃止又は大幅に縮小すべき。   

○ 登録免許税については、国家が所有権等の権利を設定し、流通取引を保護しているこ  

とから、その受益に対する対価と位置付けられる。したがって、廃止した上で手数料  

化するか、又は税のままとするとしても、登記制度を賄う程度の税額となるよう大幅  

縮小すべき。   

○ 不動産取得税については、経済的負担能力の具体的意味が不明確であることに加え、   

「固定資産税の前取り」等の創設時の沿革についても、地方税としては市町村の行政  

サ剛ビスとの受益の関係で固定資産税が課されて、その実効負担の大幅な引上げが図  

られていること等から問題があり、廃止又は大幅な縮小が適当。   

○ 流通課税の廃止又は大幅な縮小は、土地の流動化■有効利用の抑制要因を取り除く  

ことによって、資産デフレ対策としても効果が期待（図表4…1、4－2）。  

イ）保有段階  

⑳ 固定資産税・都市計画税   

○ 土地t家屋に係る固定資産税は、市町村の行政サ血ビスに対する応益性と、不動産  

による収益に対する課税としての性格からみて適正な負担とすべき。現在の商業地の  

実効税率は、収益力の実態を踏まえた妥当なレベルを超えており、抑制すべき。その  

際、不公平解消とわかりやすさの観点から、評価額と税率で税額が決まる簡易な仕組  

みにすべき（図表5）。なお、適正な負担のレベルについては、今後、根拠となる考  

え方を整理して具体化を検討すべき。   

○ 家屋に係る固定資産税も建物への投資抑制要因となり、土地の有効利用促進の観点  

から、税負担の軽減を図るべき。特に、今後、都市再生を進める申で、優れた耐震性  

を有している等の付加価値の高い建物を建てると、基本的には税負担が重くなるよう  

な構造は問題であり、見直す必要。  

⑳ 特別土地保有税  

土地の投機的取引の抑制という当初の政策目的は喪失し、土地の売却圧力が高まって   

いる申で、土地の有効利用のために固定資産税等に更に上乗せして重課する必要はない。   

却って土地の有効利用を阻害しており、廃止すべき。   
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ウ）譲渡段階  

⑳ 所得税・個人住民税   

0 譲渡所得課税については、株式をはじめとする他の資産と均衡を失しない市場中立  

的な税体系とすべき（図表6）。   

○ 上場株式等の譲渡所得課税は平成15年からこ律20％に引き下げられており、個人の  

長期土地譲渡所得課税についても、それとの均衡を図るべき。  

⑳ 法人税等   

法人の土地譲渡所得への重課制度は、地価対策や投機抑制の観点から創設されたもの   

であり、その前提がなくなったので廃止すべき。  

エ）事業所税   

新増設に係る事業所税は、都市再生により経済構造改革を進めていく上で最も必要な   

民間都市開発を直接的に抑制するものであることから、廃止すべき。  

おわりに   

今後は、同研究会の中間とりまとめの考え方を踏まえつつ、平成15年度税制改正要望の  

方針が検討され、要望内容が固めていくものと考えられる。   
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地価は11年連続下落。土地の資産としての有利性はもはやない。  

○現在の地価水準は、商業地で昭和50年代半ば、住宅地で昭和60年代前半の水準   

まで落ち込んでいる。  

名目GDP、地価、株価の推移（昭和30年＝100）  
（指数）   

25．000  

O N ∀ u の ○ くN 寸 ∞ の ○ く→ 寸 ¢  q O －ヾ 一 門 m 卜 の 【 M  
く年度）  

地価公示と市街地価格指数の推移（全国：昭和45年＝100）  
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（不動産に対する税負担の増加）   

不動産には、多重の税が課されており、また、租税収入のう  

ち資産課税（不動産）の税収の占める割合は、地価下落に拘わ  

らず、近年、上昇している。  

0不動産には、取得、保有、譲渡の各段階において多くの税が課される。  

（取得）不動産取得税、登録免許税、特別土地保有税  
（保有）固定資産税、都市計画税、特別土地保有税、地価税（停止中）  
（譲渡）所得税、法人税等（重課措置は時限的に停止中）   
その他、消費税、相続税が課され、また、事務所の新増設等の場合に  
は事業所税が課される。  

0不動産に対する税負担の増加  

不動産に対する資産課税の税収額は、平成11年12．4％（租税収入84兆  
円申10．4兆円）にも達している。  

資産課税（不動産）の税収額とその租税収入全体（国税、地方税）に占める割合  

■■■地価税  
⊂＝：：コ事業所税  

⊂：：：コ特別土地保有税  

■I不動産取得積  

昭匠証幻登録免許税（土地・建物）  

匠証≡≡芝】秘奇計菌根  
l＝＝：コ固定資産税（家屋）  

⊂：：：コ固定資産税（土地）  

一う軒一租税収入に占める資産課税収の割合  

140000  
汀．7％‾‾‾て†：8好  

120000  
10．2％  

106．中和 102．645  

▼＿＿＿＿＿．＿＿18．13  20000  

♂伊㊥¢¢¢ゆ¢ゆ¢㊥㊥㊥か¢¢㌔～勺 ゝも もへ も qや＋  

総務省「地方財政統計年報」、法務省「民事・訟務・人権統計年報」、財務省ー財政金融統計年報」   
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初年度のビル管理収益を上回る流通段階での税負担   

次のモデルケ如スでlま、オフィスビル取得の初年度は、ビル管理収益を  
土回る流通段階での税負担が生じている。  

【モデルケース】  

用  途   オフィスビル（30階建て）   

所  在   東京都心3区内（商業地）   

規  模   敷地面積  4，000坪（  13，200汀盲）  

廷床面積 30，000坪（  99，000ポ）   

取得価額   土  地  700億円  

建物  300億円  

総額 1，000億円   

垂線麹菌軒控駐≠藩酪）許否f二  度億せ∴畠、6ラ方由  

流通段階に  不敵産東嶺軒；ニ経姐二≠億劫）う’ニラ‡う  、車線二重∴00∴dカ再  

係る税負担  消費税（建物）  15億円  

印紙税  54万円  

計  憲  ∴、；≡ナ畠÷1方円   

ビル管理収益  毎  ：完‡卓51b万円  

（初年度）  賃料収入  76憶9，500万円  

（3万円／坪／月）  

ー管理費1固定資産税等  29億5，950万円   

※所有権移転登記の場合   
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商業地における固定資産税の実効税率の高止まり  

固定資産税実効税率（住宅地及び商業地・全国）  

昭80 昭封 印52 昭ら〇 招別 昭ら5 昭＄8 昭57 昭58 昭59 昭88 昭引 昭¢2 昭悶 平1 平2 平8 平ヰ 平5 平¢ 甲7 平8 平9 平10 平11平ほ 平13   

資料：自治省「固定資産税の価格等の概要調音」、経済企画庁「国民経済計算年報審」  
注1）樟注の実効税率は、商業地等の宅地に係る固定資産税／宅地資産療×100％として算出。  
注2）宅地資産額は暦年未の民有地宅地資産額を住宅用地・商業地等の宅地の決定価格比で按分し、商業地の  
宅地分を抽出。  

固定資産税収は市町村歳出総額の伸びを上回る水準で推移  

市町村歳出総額と固定資産税収の推移（昭和50年を100とした場合）  

S50 S51 S52 S53 S54 S55 S58 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S83 日I H2  H3  H4  日5  日6  日7  日8  H9 日lO Hll  

出典：総務省「地方財政統計年報」   
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